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１�　SHRMという用語を日本のビジネスパーソ
ンに広げた本

　本書（以下，岩出（2002）と記す）は，当時のビジ
ネスパーソンに広くSHRM（Strategic Human Resource 
Management；戦略的人的資源管理）を広めた本であ
ろう。もちろん SHRM の学術論文として日本では，
すでに守島（1996）や蔡（1998）などの優れた論文が
あり，SHRM のエッセンスや今後の研究可能性がそ
れらの論文により日本に紹介されていたが，学術論文
という性格上，読者は限られており，SHRM は HRM
研究者と感度の高い実務家向けの概念であった。
　岩出（2002）は，発刊されて約 20 年が経過してい
るが，今なおその価値は色褪せていない。なぜなら同
書には，発刊される直前の 2001 年までの SHRM 研究
の網羅性と現在の日本の人事管理におけるさまざまな
諸問題に関するヒントが散りばめられているからであ
る。そこで本稿では，次節以降，岩出（2002）の内容
とその後の SHRM 研究の動向について触れる。

２　岩出（2002）の特徴

　岩出（2002）では，最初の 3 章を割いて HRM の学
術的な背景と SHRM が登場するまでの理論的・歴史
的背景が描かれている。岩出（2002）によると，HRM
は，労働生産性やモラールの向上，離職者数・無断欠
勤・遅刻等の HR 成果との関係性に注目し，良き HR
成果の達成の延長線上に良き企業業績の達成を暗黙裏
に想定しており，それゆえ HRM は，個別の HR 施策
と HR 成果との関係に関心を寄せるミクロ的アプロー
チである。それに対して SHRM は，「システム理論と
経営戦略論の融合から生まれた HRM へのマクロ的な
アプローチであり，また ,「環境－戦略－組織構造一
組織過程－業績」といったコンティンジェンシー的組
織・管理論のパラダイムに則り，HRM の組織業績に
対する貢献性を全体組織レベルで議論していくもの」

（p. 59）である。そのうえで SHRM のロジックを①

岩出　博
『戦略的人的資源管理論の実相―アメリカSHRM論研究ノート』

企業を全体としたとき，HRM はそのサブシステムで
ある，②サブシステムの中に個々の HR 施策がある，
③企業は，外部環境適応のために競争戦略を決定・実
行する，④サブシステムとしての HRM の最終成果指
標として企業業績を見る必要があり，労働生産性やモ
ラールの向上，離職者数・無断欠勤・遅刻等の HR 成
果は媒介変数となる，⑤ HRM が戦略に資するために
は，個々の人事施策ではなく人事施策の束を見る必要
がある，と整理している（pp. 59-60 の記述を要約）。
　第 4 章以降では，出版直前までの SHRM 研究の動
向を丁寧にレビューし，今日の SHRM 研究の主軸を
なす（1）ベストプラクティスアプローチ，（2）コン
ティンジェンシーアプローチ，（3）コンフィギュレー
ショナルアプローチを説明している。（1）ベストプラ
クティスアプローチとは，どの企業にも普遍的に通用
する人事施策が存在するという考え方であり，（2）コ
ンティンジェンシーアプローチは，特定の戦略や組織
構造に効果を発揮する人事施策群が存在する考え方，
最後の（3）コンフィギュレーショナルアプローチは，
基本的には企業戦略に整合し，かつ HRM の内的整合
という要件を充たした HRM 編成を提案していく考え
方（p.130）である。（1）ベストプラクティスアプロー
チは，従業員をコストとして捉える視点や短期的な収
益性の重視の経営などに対する批判として生まれたと
指摘し，（2）コンティンジェンシーアプローチや（3）
コンフィギュレーショナルアプローチは，HRM の議
論をこれまでの個人変数（モチベーションや離職意思
等）を対象とした心理学や行動科学ベースのミクロ的
なアプローチから財務指標や生産性などの経営戦略論
や組織論ベースのマクロ的なアプローチに移行するこ
とで議論のレベルを引き上げ，同時に意思決定につい
ても経営者レベル（もしくは（CHRO：Chief Human 
Resource Officer））に引き上げることになったと指摘
する。
　上記の内容だけでなく，附章の「日本の人事労務管
理への示唆―あとがきに代えて」に注目すると本書
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の面白さはさらに増す。附章では著者の今後の
SHRM への期待を示しており，今同書を読み返すと，
20 年間に SHRM 研究が同氏の期待にどこまで応えて
いるのかを確認できる。
　附章で指摘されているのは，まず実証研究の蓄積が
少ないという点であり，特定の戦略と適合的な HRM
とはどのような論理で成立するのかに関する実証を伴
う議論が必要であるというものである。2 つ目は，人
材ポートフォリオに関する精緻化である。岩出（2002）
は「戦略的人材マネジメント」という用語には，何か
しらの基準にしたがって区分けされた複数の従業員グ
ループの組み合わせの管理（ポートフォリオ）という
意味と，タレント人材（戦略人材）をどのように配置
し，育成することで企業の目的を達成するのかに関す
る議論に分けることができるという。3 つ目は，組織
コミットメントの扱いである。岩出（2002）では，従
業員のコミットメントのような心理変数に働きかける
HRM や労使関係の議論が軽視されるきらいがあると
警鐘を鳴らし，企業変数（財務指標や生産性）だけで
なく，従業員指標にも着目する必要があるという。岩
出（2002）の約 10 年後に書かれた岩出（2013）でも

「戦略人材マネジメントの非人間的側面」として
HRM から SHRM への進化の中で従業員の心理変数
が軽視されてきたことを述べ，心理変数に着目するこ
との重要性を説いている。

３　岩出（2002）以降の研究

　附章で述べられた著者の SHRM への 3 つの期待は，
その後の SHRM 研究によりどの程度満たされたので
あろうか。1 つ目の実証研究の蓄積は，かなり進んだ
と筆者は考える。システマティックレビューにより
23 年間（1992-2015）に出版された 1 万 2157 の HRM
の研究論文を構造化した Markoulli et al.（2017）で
は，5 つの研究クラスターを見い出し，そのうちの最
大のクラスターが SHRM（495 term）であった。
　また，岩出（2002）以降の約 20 年間，SHRM 研究
は，HRM と企業業績の間のメカニズムを解くための
いわゆる「Black Box」（Becker and Huselid 2006）の
解明に集中したが，Black Box のメカニズムの一端は，
Jiang et al.（2012）のメタ分析により一定のまとまり
をみたと言える。Jiang et al.（2012）では，HPWS

（高業績ワークシステム：高業績をもたらす人事施策
群）が AMO（能力・モチベーション・機会）を高め

る人事施策群から成ると捉え，HPWS が人的資本の
向上や動機付け，離職の低下，業務効率などを経て企
業業績に寄与することを明らかにした。なお HRM と
企業業績との因果関係は，Shin and Konrad（2017）
が HPWS と企業業績の関係が相互に影響しあう関係
にあることを 3 時点の交差遅れモデルで示している。
　ただし，516 の人事システムに関する 495 の実証研
究のシステマティックレビューを行った Boon, Den 
Hartog and Lepak（2019）では，SHRM の実証分析
は増えたものの，人事施策の概念化と測定についての
コンセンサスがないまま，しかも，人事システムのレ
ベルについての配慮がないまま実証分析が積み重なっ
ていると指摘する。そのため，人事システムの要素や
HPWS におけるシナジーや相互作用がどのように機
能するのか，未だほとんど明らかになっていないと言
う。そのせいか，Markoulli et al.（2017）によると
HRM の文献全体に占める SHRM の割合は，1992 年
の約 35％から 2014 年には 28％へと減少している。
　2 つ目の人材ポートフォリオについて Lepak and 
Snell（2002）は，人材をタイプ分けするために「人
的資本の戦略的価値」と「人的資本の希少性」の測定
尺度を開発しているものの，実際には測定が難しく，
その後の実証分析での追試や理論的な進展がみられた
とは言い難い。中村（2015）は，Lepak and Snell （2002）
の尺度では，必要な人員は算定できないことをスー
パーと百貨店の聞き取りから明らかにしている。もう
1 つのタレントマネジメントは，日本でも大きく進歩
したと考えられる。ただし，「タレント」の定義につ
いて包括的な立場をとるのか，排他的な立場を取るの
かによっても企業の HRM が異なる。
　3 つ目の心理変数への着目については，中間変数と
して well-being，エンゲイジメントが注目されはじめ，
健康経営が注目されている。また，岩出（2002）が期
待した方向性ではないが，人事施策の有無ではなく，
HR 施策の認知に関する研究が進みつつある。具体的
には，HR 帰属（HR attribution）という形で同じ企
業の同じ人事施策であっても従業員が人事施策の意図
をどのように捉えるかによっても従属変数に与える効
果が異なることが指摘されている。

４�　温故知新：岩出（2002）から見る人的資
本経営

　岩出（2002）は，現代の人事管理を考える際にも有
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用である。例えば，昨今，人的資本経営が人事界隈を
中心に話題になっている。岩出（2002）を手に取った
読者であれば，戦略とリンクした HRM と人的資本の
関係など人的資本経営で主張されている事柄の多く
は，SHRM で 20 年以上前から議論されているトピッ
クスであり，既視感を抱くであろう。「人材版伊藤レ
ポート」の登場以降，人材育成投資と生産性との関連
性が議論されているが，筆者の認識では，元々，人的
資本経営は日本企業の長期的な人的資本の蓄積（ス
トック）としての組織力あるいはヒトが織りなす無形
資産を何かしらの形で表現することが目的であったと
捉えている。それが ESG の S の 1 つに含まれるヒト
への注目という点で投資家へのメッセージが過度に強
調され，想定よりも短期的な側面が重視されるように
変化したように感じられる。一見すると人事部門が投
資家を意識すべきであるという主張は目新しく感じる
かもしれないが，人事部門が外部の利害関係者にも配
慮すべきであるという視点は HR from outside in

（Ulrich et al. 2012）にて約 10 年前に指摘されている。
　また，人的資本経営では，これまでの人的「資源」
が人を資源として扱う点で人を軽視していると批判
し，人的資本への「回帰」を主張する。しかし，
Black Box 研究を見ればわかるように，SHRM 研究
でも心理変数を組み込んでおり，人を軽視したとは言
えない。むしろ HRM でも，SHRM でも，ヒトは他
の経営資源と異なり「心」を持つ故に経営側の思惑通
りに動かないからこそ，その心の在り様に寄り添うこ
とを意識して心理変数を分析に取り込んできた。もと
もとは Becker の人的資本論を取り込んでいる SHRM
では，HPWS の 1 つとして人的資本を高める人事施
策群（Human Capital Enhancing HR）も提言されて
いるし（Youndt et al. 1996），Jiang et al.（2012）の
メタ分析でも HPWS が影響を与える変数の 1 つに人
的資本が挙げられている。レビュー論文を調べた
Jiang and Messersmith（2018）によると，SHRM 研
究で使用されている理論枠組みの中で人的資本論は，
資源ベース観や行動的視点に次いで 3 番目に多い。
　では人的資本経営と既存の SHRM は何が違うのだ
ろうか。学術的（学術とは主として HRM を中心とし
た経営学を指す）にも実務的にも両者の違いを挙げる
としたら次の 2 点だろう。1 つは，人的資本の概念を
個人レベルだけなく，組織レベルでも測定しようとし
ていることである。2010 年代から Human Capital 

Resources（Ployhart et al. 2014）という概念が登場
しており，手法的にはマルチレベルにより集団レベル
の人的資本の効果を測定する試みがなされている。し
かし，それはあくまでも手法上の工夫であって，個々
の人的資本が組織力になる形成プロセスの解明は，今
まさに途上にある（Ray et al. 2023）。日本では，金
融庁が有価証券報告書に段階的に人的資本の開示の義
務化を述べており，また，内閣官房非財務情報可視化
研究会では，開示項目として①自社固有の戦略やビジ
ネスモデルに沿った独自性のある取組・指標・目標，
②「育児休業の取得率」「男女の平均勤続年数差」な
ど他社と比較できるような指標を企業に求めている

（比較可能性）。
　人的資本の開示のうち独自性指標は企業にとって尺
度開発が難しいが，これは同時に実務家・研究者双方
にとって大きなチャンスである。アカデミアで議論さ
れている人的資本の測定尺度（Lepak and Snell 2002；
Subramaniam and Youndt 2005）を見ると，研究者
と実務家が測定しようとしている「（集合的な）人的
資本」に大きなズレがある。実務家と研究者のズレに
関する既存研究では，アカデミアの知見を実務家に伝
える努力と実務家はアカデミアの知見に興味を持つ必
要があるという一方通行の論調が大半である。しか
し，今回の人的資本経営は，先に実務家がさまざまな
集合概念としての人的資本概念を提唱している。企業
が提唱する独自の「人的資本」概念を研究者が検証す
ることでネスト化された人的資本概念とは異なる概念
が生まれる可能性がある。各企業がなぜその独自の

「人的資本」尺度を作成したのか，という問いの周辺
にはさまざまなリサーチスペースが広がっている。
　2 つ目は，プレイヤーの変化である。いま，“S”HRM
の手綱が人事部門から別の管掌役員に変わる瀬戸際に
ある。やや厳しい言い方をすれば，一部の企業を除き

「人材版伊藤レポート」の登場以降，人事部門は経営
層から三行半を突き付けられた結果，人的資本経営の
実行主体が財務や経営企画担当役員に代わり，人事部
門は，社内のデータ集めやデータ整備といった「管
理・制度の番人」になっている企業が増えているので
はないだろうか。SHRM では戦略と HRM の連動が
主張されているにもかかわらず，「戦略パートナー」
を自認している人事部門は少ない（労務行政研究所 
2013）。また，時系列で人事部門の取締役会の参画割
合を追った島貫（2016）によると，財務担当役員，経
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